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日本・韓国・カナダ３カ国における青年ボランティア
文化比較研究─市民社会とボランティア問題─

小 澤　亘＊

要　旨

　民主的で活力溢れる、健康で安全で平和な市民社会を創造していくうえ

で、ボランティア問題をいかに乗り越えていくかが重要な課題となる。ボラ

ンタリーセクターに内在する問題、あるいは政府セクターや市場セクターと

の価値葛藤によって生じる問題のあり様は、それぞれの国における社会文化

構造に規定されている。本稿では、ボランティア文化を形成する文化装置と

して、学校教育システムに注目し、とくに、1990年代以降、各国で導入され

てきた義務的ボランティア教育プログラムに焦点を当てることによって、各

国が直面するボランティア問題を実証的に析出することを試みる。具体的に

は、2000年から2011年にかけ10年余の間に実施してきた日本・韓国・カナダ

3 カ国の大学生・高校生に対するボランティア意識調査のデータを比較分析

することによって、 3 カ国のボランティア文化の特質を明らかにし、ボラン

ティア問題の乗り越えに向けて、われわれがいったい何をなすべきかを考察

する。

キーワード： ボランティア文化の国際比較研究、文化装置、ボランティアの

失敗、ボランティア義務化、ボランティア活動の教育的効果
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1．序

　社会は 3 つの部門、すなわち、政府セクター（公的セクター）、市場セ

クター、そして、ボランタリーセクター（市民社会セクター）によって構

成されている。これらセクターいずれも、それぞれ固有の弱点を抱えてい

る。政府セクターの非効率性、市場セクターにおける人間疎外や経済的不

平等など、いわゆる「国家の失敗」「市場の失敗」と呼ばれている欠陥であ

る（Milliken, J. 2003）。ボランタリーセクターも例外でなく、ボランティア

サービスの提供において、公平性と安定性を確保することは難しい。つま

り、「ボランタリーセクターの失敗」とも呼ぶべき、ボランティア問題であ

る（Ogawa, A. 2009）。われわれが直面すべき課題は、これらの 3 つのセク

ターを協働させ、互いの長所を強め合い、そして、短所はカバーするよう、

社会のあり方を工夫していくことにある。

　これら 3 つのセクターのなかでも、ボランタリーセクターの役割はとりわ

け重要である。たしかにボランタリーセクターは弱点を内包してはいるもの

の、このセクターこそが、新たな社会問題の解決において、主導的な役割を

果たすからである。ボランタリーセクターは、未だ表面化していない社会問

題をいちはやく発見・感知し、その解決に機動力を発揮する。市民・ボラン

ティアグループ、NGO・NPOをその構成要素とするボランタリーセクターが、

「健康的で民主的で平和で安全な社会」を支えていく支柱的な役割を、いか

に果たすことができるか。この点こそ、 3 つのセクターの協働を追究するう

えでキーポイントとなる（Rochester, C. et al 2010）。

　国家中心主義、市場至上主義や私的利益の優先といった政府セクターや市

場セクターにおける「ゆがみ」は、民主的なエートスを基盤とするボラティ

ア文化と衝突し、しばしばボランティア文化を貶める。
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　他方でまた、ボランティア文化は、古いタイプの共同体を基盤とする伝統

的な相互扶助システムと近代的で民主的な相互扶助システムとの間での葛藤

にも苛まれる。こうした構造性を持つボランティア問題に直面しながら、わ

れわれは、健康的で民主的で平和な生活を生み出す「よすが」となるボラン

ティア文化のあり方を追究していかねばならない。また、こうしたボラン

ティア問題は、それぞれの国の社会条件によって、固有な様相を呈して出現

するがゆえに、それぞれの国のボランティア文化のあり方をまず正確に把握

することが、われわれ研究者に課せられた重要な任務と言えるだろう。

　さて、社会は、なぜ、それに対応する一定の文化を伴って出現するのであ

ろうか。こうした問いに対して、社会学は、「文化装置」という概念で説明

しようとする（Mills, C.W. 1969）。たとえば、社会学では、資本主義精神の

誕生をプロテスタンティズムによって説明したり、また、近代学校制度に

よって近代国民国家への文化転換が説明されたりする。ボランティア文化に

注目すれば、「宗教」「学校」「家族」「会社」「NGO・NPOやボランティア団体」

「地域社会」などを文化装置の主要リストとして挙げることができる。本論

では、そのなかでも、「学校」という文化装置に注目していくことにする。

なぜなら、「学校」はその他の文化装置に比べればより可変的であり、それ

ゆえ、そのあり方を問い直す意味があるからである。少なくとも各国の「学

校」におけるボランティア教育に注目することによって、われわれは、それ

ぞれの国におけるボランティア文化の実態、そしてボランティア問題のあり

様の一端を把握することができるはずである。

　10年余にわたって、筆者は、日本、韓国、カナダの青年（大学生・高校

生）を対象としてボランティア意識調査を実施してきた。ボランティアに対

する青年の意識に注目することによって、見えない「ボランティア文化」を

数値化・可視化し、それぞれの国が抱えるボランティア問題の特質を明らか

にできないかと考えたからである。



186 立命館大学人文科学研究所紀要（99号）

　ではまず、なぜ、これら 3 カ国を選択したのかを説明しておこう。ボラン

タリーセクターに関する国際比較調査（Imagine Canada 2005）によれば、

カナダは世界のなかで強力な非営利・ボランタリーセクターを持つ国の一

つである。この調査は、イマジン・カナダ（カナダにおけるボランティア・

NPO支援研究調査機関）がジョン・ホプキンス大学の非営利部門国際比較

プロジェクトの協力を得てまとめたものであるが、図 1 を見れば明らかなよ

うに、各国の総労働力に占めるボランティア部門の比率をみると、カナダは

11.1％であるのに対して、日本は 4 .2％、韓国は 2 .4％にすぎない。こうし

たデータから、日韓両国は、ボランタリーセクターにおいては、未だ、発展

途上国であるのに対して、カナダはボランタリーセクターにおける先進国と

位置づけることができるだろう。

　図 2 は、年齢グループごとに見たボランティア参加率［注記：過去 1 年間

にボランティア活動を 1 回以上経験した者の比率。ボランティア活動をどの

ように定義するかは各国の調査で若干異なる］の経年変化を図示したグラ

図 1 　国別にみた総労働力に対するNPO・NGOあるいはボランティア
組織における労働力比率
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フである。日本は、社会生活基本調査1996年および2006年、韓国は、Social 

Statistics Survey1999年および2006年、カナダは、NSGVP 1997年および

CSGVP2006年という公的なボランティア活動調査を基盤として作成したも

のである。

　カナダにおいては、あらゆる年齢層において、ほぼ 3 割程度のボランティ

ア参加率に達していることが分かる。これに対して、韓国において、1999

年データを見ると、若年層のボランティア参加率は 23.1％となっているが、

他の成年層では低くなっている（国民平均では13.0％）。日本に目を転ずる

と、1996年データでは、若年層のボランティア参加率は 13.4％と他の世代に

比較してかなり低いことが分かる（国民平均は25.3％）。こうした世代別ボ

ランティア参加率のグラフの特徴から、われわれは、これら 3 カ国に対照的

なボランティア文化の 3 類型を見いだすことができる。

　さらに、この10年間のボランティア参加率の経年変化を図 2 で見ていく

と、韓国における若年層のボランティア参加率が上昇していることに気づく

だろう。このように、この10年間は、これら 3 カ国における教育変革の時期

図 2 　日本・韓国・カナダにおける年齢別ボランティア参加率
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に当っており、学校におけるボランティア教育の在り方が問われた時期でも

あった。これも 3 カ国に注目した大きな理由の一つである。

　こうした時期を捉えて、筆者は、日本・韓国・カナダの高校・大学におい

て、合計 7 回にわたってボランティア意識調査を継続してきた。本論文で

は、とくに、2000年・2001年および2010年・2011年に実施した大学生に向け

た 3 カ国調査に主として依拠しつつ、「義務的なボランティア教育プログラ

ム」の各国における機能に注目することによって、各国のボランティア文化

の特徴や直面するボランティア問題について明らかにしていきたい1）。 

　韓国では、1995年にソウル市教育委員会によって、中学校教育課程に義務

的なボランティア教育プログラム（一定のボランティア時間を卒業の条件と

する制度）が初めて導入された。その後、第 7 次教育課程改革の実施に伴

い、義務的なボランティア教育プログラムは韓国全土の中等教育課程で必修

化されることとなった。他方、カナダでは、2000年からオンタリオ州におい

て、40時間のボランティア活動が高校卒業資格獲得の要件の一つとされた。

2000年および2001年に実施した大学生ボランティア意識調査は、こうした新

たなカリキュラムの影響をあまり受けていない青年層を対象としたこととな

る。したがって、2000年・2001年データと2010年・2011年データを比較する

ことにより、各国の中等教育におけるボランティア教育プログラムの効果と

影響を把握することができるだろう。

　ここで、調査に関して、概説しておくと、2000年・2001年調査は、日本で

は、関西・東京地域の 3 大学から1023人のデータ、韓国では、ソウル市内

の 3 大学から500人のデータ、そして、カナダではオンタリオ州の 2 大学か

ら243人のデータを回収することができた。日本・韓国におけるデータ回収

率は、ほぼ100％に近いが、カナダの場合は、20％程度に留まる2）。2010年・

2011年調査は、日本では関西・東京地域の 3 大学から474人のデータ、韓国

では、ソウル市内の 3 大学から382人のデータ、そして、カナダではオンタ

リオ州の 2 大学から266人のデータを回収することができた。データ回収率
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は、いずれも、100％に近い。

2．3カ国大学生のボランティア活動レベルの経年変化

　図 3 は、まだ、義務的ボランティア教育プログラムの影響をあまり受けて

いない2000年・2001年の大学生データにおけるボランティア活動率を示した

ものである。このグラフは、「過去（を振り返り累計して）、何回ボランティ

アをしたことがあるか」という設問によって聞いたボランティア活動総量の

データを示している。約10年前は、日本の大学生も韓国の大学生も、ほぼ同

じ水準の活動量であることが分かる（韓国の若年層もボランティア活動未体

験層が30％程度いた）。これに対して、カナダの大学生は、活動回数50回以

上のボランティア熱心層が多いことが分かるだろう。図 4 は、2010年・2011

年データをグラフ化したものである。これら 2 つの図を比較すると、 3 カ国

における10年間の大学生ボランティア活動量の変化を把握することができる

だろう。とくに韓国の大学生のボランティア活動量の増加には目を見張らさ

れるものがある。もちろん、これは、義務的なボランティア教育制度の導入

の結果であるが、ボランティア経験が無い層では、30％から 5 ％へと急激に

その率が低下しており、10回以上体験した層は大きく増加していることが分

かる。

　前述したように、韓国では、中等教育課程に義務的なボランティア教育制

度が導入されたが、それと同時に、多くの大学が入試において、志願者のボ

ランティア活動履歴を重視する施策が打ち出されてきた。さらに、奨学金の

資格検査においても、学生のボランティア活動履歴を重視する傾向も生まれ

ている。こうした事態を背景とした調査結果と思われる。

　カナダでは、大学生のボランティア体験量の変化は、予想を下回る結果

だった。これは、2001年データにおけるデータ回収率が低かったことが影響

しているものと思われる。一般にデータ回収率が低いと、ボランティア参加
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率が高めに出る傾向があるからである3）。このデータを見る限り、10回～19

回のボランティア体験層が増加しているが、この10年間のカナダにおける大

学生のボランティア参加体験量は、概してそれほど大きな変化は無かったも

のと推察される。

　カナダ・オンタリオ州において、義務的ボランティア教育プログラム

は、Community involvement activityと呼ばれている。多くの高校は、た

んに生徒のボランティア活動時間をカウントすることを求められたにすぎ

ないという認識に留まる。事前・事後のボランティア教育も義務づけられ

ていない。専門家も熱心な教員もこうした教育プログラム上の欠陥を非難

し続けてきた。しかしながら、ボランティア義務化と同時に、2000年から

Civicsという教科が必修化されていた点は注目に値する。Civicsの教科書は、

Informed Citizenship、Purposeful Citizenship、Active Citizenship、Global 

Citizenshipという 4 つの概念で構成されるCitizenship Educationという教育

哲学にその基盤を置いており、こうした教科を通じて、生徒は、地域社会に

おいても、カナダ社会全体においても、またさらに、グローバル社会にお

いても、「責任ある市民」として生きる意味を活動も体験しながら理解して

いくことが求められている（Halstead, J. M. and Pike, M.A. 2006； Arthur, J 

and Davies, I 2008）。

　さて、日本では、ボランティア未体験層の比率が、40％から30％へと減少

図 3  大学生のボランティア体験比率
（ボランティア体験回数、2000/2001年）

図 4  大学生のボランティア体験比率
（ボランティア体験回数、2010/2011年）
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し、ボランティア体験層の比率もわずかではあるが増加している。これは、

文部科学省が、小学校・中学校教育課程指導要領において、ボランティア活

動を経験させることが望ましいと規定した影響と思われる。日本では、2000

年に、「18歳に 1 年間の奉仕活動を」という提起をきっかけとして、ボラン

ティア義務化論争が起こり、その際、関連学会もボランティア団体も反対声

明を出すという抗議運動が展開された。そうした強い反発によって、義務的

ボランティアプログラムの導入は、現在のところ、東京都が実施したに留

まっている4）。

表 1 　大学生のボランティア活動（現在活動中）における上位 3 類型に関する3 カ国経年変化（％）
日　本 韓　国 カナダ

2000・2001年 2010・2011年 2000・2001年 2010・2011年 2000・2001年 2010・2011年

上位１位
障害児・障害
者に関連する
活動

2.4
国際交流・国
際協力に関
する活動

3.4 児 童 福 祉に
関連する活動 2.8 児 童 福 祉に

関連する活動 7.6
ＮＰＯ・ボランティ
ア活動に対す
る支援活動

18.3
ＮＰＯ・ボランティ
ア活動に対す
る支援活動

12.8

上位２位 児 童 福 祉に
関連する活動 1.8

障害児・障害
者に関連す
る活動

3.0
スポーツ・レクリ
エーションの
推進に関連す
る活動

2.8 文化・芸術に
関連する活動 6.0 児 童 福 祉に

関連する活動 15.5 文化・芸術に
関連する活動 7.9

上位３位
高 齢 者 福 祉
に関連する活
動

1.6

ＮＰＯ・ボラン
ティア活動に
対する支援
活動

3.0
障害児・障害
者に関連する
活動

2.4
エスニック問
題（外国人労
働者など）に
関する活動

3.4 文化・芸術に
関連する活動 12.2

スポーツ・レクリ
エーションの
推進に関連す
る活動

6.4
防犯・防災・
地域活性化
などまちづくり
推進活動

3.0 環境活動 2.4

　ところで、大学生はどのようなタイプのボランティア活動をしているのだ

ろうか。表 1 は、現在活動率が高い上位 3 つのボランティア類型に注目し

て、2000年・2001年データおよび2010年・2011年データから経年変化を見た

ものである。2010・2011年データに注目すると、カナダでは、12.8％の学生

がNGO ／ NPOやボランティアの支援活動に従事しており、 7 .9％の学生が

文化・芸術関連のボランティア活動に従事している。これに対して、日本

では、 3 .4％の学生が国際協力に関わる活動を、 3 .0％の学生が障がい者支

援活動を、また、同じく 3 .0％の学生がNGO ／ NPOやボランティアの支援

活動を行っていることが分かる。韓国では、 7 .6％の学生が児童福祉に関わ

るボランティア活動に、また、 6 .0％の学生が文化・芸術関連のボランティ
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ア活動に、 3 .4％の学生が外国人問題、平和問題、国際協力に関わるボラン

ティア活動に関わっている5）。おおよそ、韓国の大学生は、日本の大学生よ

り 2 倍の比率で、ボランティア活動に関わっており、カナダの大学生は、韓

国の大学生より 2 倍の比率で関わっている。日本の大学生のボランティア活

動に対する不活発性のレベルをこうした数値データによって再確認できるだ

ろう。改めて、日本におけるボランティア問題において青年層の不活発性の

問題が大きな位置を占めることが理解されてくるだろう。

　それと同時に、各国のボランティア文化の一端を垣間見ることもできる。

カナダでは、大学生は、すでに、NGO・NPOの活動を支援する側に立って

いる点は注目に値する。幼少期より、さまざまなボランティア活動に接し始

め、高校生になるとより自身のキャリア選択に関連づけてボランティア活動

に取り組むようになり、そして、大学生や大学院生になるとNGO・NPO運

営やボランティア参加者を支えるスタッフ側になっていくという、ボラン

ティアとしての成長階段を踏んでいるのである。社会のなかに、ボランティ

ア活動を通じて、年長の者が年下の者を支え指導していくといった相互学

習・共育のシステムが、自然とできあがっているわけである。こうしたボラ

ンティア体験共有化のシステムこそ、ボランティア先進国の特徴ではないか

と思われる。

　こうした意味では、日本データにおいて、100人中 3 人程度の学生が

NGO・NPOやボランティアの支援活動に従事していることは非常に興味深

い。しかしながら、これは、調査を実施した大学の環境が作用した特異な

データであるとも考えられる。近年、活発な活動を展開する大学ボランティ

アセンターでは、学生スタッフ制度を導入し、センター運営のなかにボラン

ティア教育の仕組みを取り入れようとしている。日本においては、ボラン

ティアセンターを立ち上げた大学は100校を越えている。多くの大学ボラン

ティアセンターでは、ボランティア情報の提供とボランティア教育の実施が

主たる役割とされてきたが、近年、ようやく、大学が地域と連携して、地域
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のリーダーやNGO・NPOと協力関係を結びながら、実践的な社会貢献型ボ

ランティア教育プログラムを展開する大学ボランティアセンターも現れはじ

めている。今回、日本において大学生ボランティア意識調査を実施した立命

館大学も、そうした先進的な試みを進めているボランティアセンター（2004

年設立）を持つ大学の一つである。

　では、引き続き、義務的ボランティア教育制度に対して、青年たちがいか

なる評価を下しているのか、調査結果を分析していくことにしよう。

3．義務的ボランティア教育プログラムに対する3カ国における青年の態度

　ボランティア精神を育成するために、公立学校制度のなかに、義務的なボ

ランティア教育制度を導入すること自体、そもそも、矛盾した発想と捉え

ることもできるだろう。「義務的なボランティア」という表現が言語矛盾で

あることは言うまでもない。しかしながら、それにもかかわらず、ボランタ

リーセクターを強化していくうえで、学校内におけるボランティア教育制

度の役割はきわめて重要であり、多くの国において、「サービスラーニング」

といった呼称の工夫が試みられながら、ボランティア教育制度が1990年代

から学校カリキュラムのなかに導入されている（Wade, R. C. 1997； Eyler, J 

and Giles, D.E. 1999； Stukas, A.A, Snyder, M. and Clary, E.G.1999； Kenny, 

M.E. 2002； Riedel, E. 2002； Beehr, T.A et all 2010）。カナダ・オンタリオ

州および韓国の場合では、学校の卒業要件とされている点にその特徴があ

る。こうした義務的ボランティア教育プログラムに対して、生徒・学生たち

がどのように評価しているのかという点に注目して、各国のボランティア文

化の特徴の析出を試みてみよう。

　調査では、義務的ボランティア教育プログラムをいかに考えるかについ

て、 5 つの態度に類型化して聞いている。すなわち、ボランティア活動の

義務化は、「わたしたちにとって、必要なものである（無条件賛成）」「事前・
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事後の学習プロセスやその他の授業との関連づけなど、慎重にその導入方法

を工夫していくべきだ（条件付賛成）」「ボランティア活動は、本来、自主的

なものであり、義務化は好ましくない（反対）」「そうした制度は、少なくと

も自分にとっては意味が無い。だから、興味もない（関心なし）」、そして、

「わからない」の 5 つの選択肢から最も近い意見を選ばせた。こうした質問

は、2002年の高校生調査から継続して実施してきた。今回大学生調査結果を、

2002年および2007年の高校生調査と並べて示したのが、表 2 である。

　2010年・2011年カナダデータでは、50％の大学生が義務的ボランティア教

育プログラムを無条件に肯定している。反対する者は12％にすぎない。この

10年間で、カナダ・オンタリオ州においては、義務的ボランティア教育制度

は、青年たちに次第に受け入れられていったことが分かる。これに対して、

韓国では、無条件肯定という回答は、2002年に15％だったものが、2010年に

は 7 ％へと減少している。これに対して、条件付き肯定は、25％から60％へ

と急増している。こうしたデータから、韓国において義務的ボランティア

教育制度は、なんらか問題に直面していることが理解できるだろう。日本で

は、否定派は、2002年62％、2010年57％と一貫して多数派を占めている。た

しかに、条件付き肯定派も、2002年の19％から2010年の31％へと漸増してい

表 2   義務的ボランティア教育プログラム導入に対する意見の変化 （％）
態度の類型 国別 2002年高校生調査 2007年高校生調査 2010年大学生調査

無 条 件 賛 成
日　本 7.6 11.1 5.3
韓　国 14.8 8.3 6.6
カナダ 26.2 40.4 50.2

条 件 付 賛 成
日　本 18.9 28.8 31.4
韓　国 25.3 34.5 60.3
カナダ 29.8 25.3 25.8

反 対
日　本 62.3 49.5 56.7
韓　国 52.6 48.0 29.3
カナダ 30.8 16.7 12

関 心 な し
日　本 5.4 3.9 4.4
韓　国 5.4 6.3 3.8
カナダ 3.0 5.8 4.4

わ か ら な い
日　本 5.8 6.6 2.2
韓　国 1.9 2.9 0.0
カナダ 10.2 11.8 7.6
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るが、ボランティア義務化に対して、一貫して根強い消極的な姿勢があるこ

とが分かる。

　では、大学生は、義務的ボランティア教育プログラムの効果については

どのように認識・評価してうるのだろうか。調査では、オンタリオ州で

Community involvement activityの導入に際して目的とされた 5 項目につい

て、その評価を聞いている。この質問についても、2002年の高校生調査から

継続して聞いてきた。これらの調査結果から、10年間の各国データ比較をま

とめると表 3 のようになる。

　まず、韓国では、義務的ボランティア教育プログラムに対する評価は、表

3 の上から 2 番目と 3 番目の評価項目、つまり、「そうした教育プログラム

を通じて、地域社会を活性化していくことができる」でも、「そうした教育

プログラムを通じて、自己イメージを改善できる」でも、そうした効果を肯

定する者は明らかに減少しており、評価する者が明らかに増えているのは、

5 番目の評価項目である「そうした教育プログラムを通じて、履歴書や内申

書の記述を豊かにすることができる」だけである。こうしたデータから、韓

国学生の義務的ボランティア教育プログラムに対する不満の内実を理解する

ことができるだろう。これに対して、カナダデータでは、表 2 のすべての評

表 3   義務的ボランティア教育プログラムの効果に対する評価の変化（％）
態度の類型 国別 2002年高校生調査 2007年高校生調査 2010年大学生調査

社会の一員としての責任意識を
養うことができる

日　本 50.3 50.7 54.3
韓　国 50.5 44.6 47.4
カナダ 53.1 47.8 62.8

地域社会を活性化していくこと
ができる

日　本 51.3 54.7 63.4
韓　国 46.0 41.9 36.5
カナダ 68.8 64.5 65.9

自己信頼意識や自己イメージを
改善できる

日　本 38.2 34.5 39.4
韓　国 50.7 42.3 41.9
カナダ 60.0 57.8 62.7

将来の就職活動のために、ネット
ワークを作れる

日　本 35.0 35.8 30.5
韓　国 37.9 38.8 27.2
カナダ 62.1 65.1 68.0

履歴書や内申書の記述を豊か
にすることができる

日　本 32.4 35.3 43.9
韓　国 44.9 50.8 51.0
カナダ 70.7 72.7 72.8
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価項目において、 3 カ国のなかで最も高い評価を得ており、いずれも、60％

以上の肯定回答を得ている。日本においては、そうした教育プログラムを通

じて、「履歴書や内申書の記述を豊かにすることができる」「地域社会を活性

化していくことができる」では、評価が徐々に上昇しておいるが、「将来の

就職活動のために、ネットワークを作れる」という就職上のメリットについ

ては、36～31％と評価が相対的に低く、実利的な点では評価が低いという特

徴が明らかとなる。

　表 4 は、中等教育課程におけるカリキュラム外およびカリキュラム内のボ

ランティア教育プログラムに対する満足度をまとめたものである。

　カナダデータでは、68％の大学生が高校におけるボランティア教育プログ

ラムに満足しているとしている。こうした調査結果は、先のボランティア

教育プログラムの評価とも整合している。これに対して、44％の韓国大学生

は、小・中学校におけるボランティア教育プログラムに満足しておらず、満

足すると答えた者は25％にすぎない。また、高校におけるプログラムに対し

ては、46％の者が不満足であり、32％が満足できると答えている。日本で

は、中等学校のボランティア教育プログラムに満足している大学生は36％～

41％、不満足な学生は19％に留まる6）。

表 4 　中等教育課程における課外・課内のボランティア教育に対する満足度（％）

2010・2011年大学生調査
日本 韓国 カナダ

満足比率 不満足比率 満足比率 不満足比率 満足比率 不満足比率

小・中学校におけるボランティア
教育プログラム 41.2% 18.6% 24.8% 43.9% - -

高校におけるボランティア教育
プログラム 36.2% 19.1% 32.1% 46.2% 68.3% 13.3%

課外活動におけるボランティア
教育プログラム 37.6% 19.0% 36.0% 36.9% - -

　最後に、表 5 で2010年・2011年大学生調査から有償ボランティアに対する

学生の見解を見てみよう7）。義務的ボランティア教育も、有償ボランティア

（つまり見返りのあるボランティア）の一種とみなすことができる。なぜな

ら、卒業資格あるいは単位が学生たちに与えられるからである。こうした有
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償ボランティアに関する質問によって、ボランティア文化に別角度から光を

当ててみよう。

　この表から、まず明らかなことは、ボランティアは、「交通費・食費・材

料費などの実費は受け取ってもよい」と考える大学生が 3 カ国とも多数派を

占めていることである。しかし注目すべきは、カナダでは、38％の大学生が

ボランティアは「無償が原則であり、対価や謝礼はいっさい受け取るべきで

ない」と答えているのに対して、日本では、「実費以外に活動への謝礼や報

酬もある程度受け取ってもよい」と答えた大学生が33％に上ることである。

日本の青年たちが、義務的なボランティア教育プログラムについては、そう

した制度に実利的な便益があることを発想できないにもかかわらず、有償ボ

ランティアについては、 3 割もの学生が容易に受け入れている事実はきわめ

て興味深い。こうした「認知フレームのねじれ現象」こそ、日本が直面して

いる大きなボランティア問題の一つなのである。

表 5   有償ボランティアに対する大学生の意見 （2010 ／ 2011）  （％）
態度類型 日本 韓国 カナダ

無償が原則であり、対価や謝礼はいっさい受け取る
べきでない 16.7 17.3 38.3

交通費・食費・材料費などの実費は受け取ってもよい 48.5 64.7 45.9

実費以外に活動への謝礼や報酬もある程度受け
取ってもよい 33.1 16.0 10.5

無回答 1.7 2.0 5.3

　ところで、中等教育課程での義務的ボランティア体験時間は、大学時代に

おける大学生のボランティア活動量にはどのような影響を与えているのだろ

うか。2010年・2011年の韓国・カナダの調査では、高校における義務的ボラ

ンティアの体験時間と過去 1 年間におけるボランティア体験の有無について

聞いている。これら 2 つのデータ間の関係を見ていくと、両国データとも、

有意水準 1 ％（両側）で正の相関関係があることが分かる。つまり、高校時

代における義務的ボランティアにおいて、活動が活発であった者は、大学に

入ってもボランティア活動が活発である傾向が見られるわけである8）。
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　次節では、ボランティア活動が与える学びの力に対する効果に関して、学

生たちの評価データを分析することによって、「見えないボランティア文化」

の顕在化にさらに努めていこう。

4．ボランティア教育プログラムの学習力に対する効果の解析

　ボランティア活動を体験すると、青年たちはなんらか自らの能力が増進さ

れたことを自覚する。こうした自覚が強ければ強いほど、今後のボランティ

ア活動への意欲も高まっていくだろう。筆者は、以下に示したように11のタ

イプの「学びの力（学習力）」を類型化し、ボランティア活動の教育効果を

自己評価してもらった。

問　�あなたは、ボランティア活動で、どのような能力（学ぶ力）が身に付いたと思いま
すか。身に付いたと思う能力については、回答欄に、「 1」と記入ください。（いく
つ記入しても可）。

1　一人で学習する力がついた� ………………………………………………………
　　（独習野力）
2　みんなと一緒に学習する力がついた� ……………………………………………
　　（集団学習能力）
3　自分で問題を発見する力がついた� ………………………………………………
　　（問題発見能力）
4　自分の意見をまとめて話したり書いたりする力がついた� ……………………
　　（表現能力）
5　グループの意見を調整したり、方向付けたりする力がついた� ………………
　　（集団調整能力）
6　相手の意見や相手の立場を理解する力がついた� ………………………………
　　（他者理解能力）
7　自分の意見を修正し、グループに協調する力がついた� ………………………
　　（自己修正能力）
8　新聞や本を読んで、論点や文脈を把握する力がついた� ………………………
　　（メディアリテラシー能力）
9　社会を政治や経済や文化など広い視点から見る力がついた� …………………
　　（社会教養能力）
10　新たな企画を提案する力がついた� ………………………………………………
　　（企画提案能力）
11　さまざまな人たちと「つながり」を作っていく力がついた� …………………
　　（社会連携能力）
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　図 5 は、ボランティア活動の「教育効果（学習力への影響）」に関する大

学生の評価について2000年・2001年調査と2010年・2011年調査の 3 カ国デー

タを比較したものである。グラフ横軸の番号は、先に掲げた問いの項目番号

を指している。このグラフは、ボランティア教育プログラムの持つ教育効果

を視覚化したことになる。

　この図を観察すると、まず、

3 カ国のグラフの形状パターン

が非常に似通っていることが分

かるだろう。ボランティア活動

の教育効果には普遍的な特徴が

見られるのである。つまり、ボ

ランティア活動は、とくに、「さ

まざまな人たちと『つながり』

を作っていく力（⑪社会連携能力）」「相手の意見や相手の立場を理解する力

（⑥他者理解能力）」「社会を政治や経済や文化など広い視点から見る力（⑨

社会教養能力）」「自分で問題を発見する力（③問題発見能力）」「自分の意見

を修正し、グループに協調する力（⑦自己修正能力）」を養成するのに役

立っていることが分かる［注記：丸数字は、グラフおよび問いの各番号を表

す。以下同様］。     

　韓国データと日本データを比べると、両者のグラフは非常に似ていること

が分かる。この10年間に、両国のデータはわずかに上昇し、改善しているよ

うに見えるが、良く観察すると両国の違いも明らかとなる。韓国では、⑥他

者理解能力と③問題発見能力が上昇しているのに対して、日本では、⑥他者

理解能力については全く変化が無いが、③問題発見能力と⑦自己修正能力は

上昇している。しかし、両国とも、「新聞や本を読んで、論点や文脈を把握

する力（⑧メディアリテラシー能力）」ではまったく変化が無い。あたかも、

リテラシー能力がボランティア活動にはまったく必要とされないかのようで

図 5  大学生によるボランティア活動の
教育効果評価
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ある。こうした点に、日韓両国のボランティアプログラムの「質」上の問題

を見出すことができるだろう。

　カナダデータは、若干、私たちを失望させる結果となっている。2010年・

2011年データでは「学びの力」の類型のほぼ全てで比率が低下しているから

である。この理由も、先にボランティア活動率の経年比較で見たケースと同

じであると思われる。2001年データにおける回収率の低さが、ボランティア

活動率の上昇と同時に教育効果においても、その評価の上昇を招いていた

のではないかと推察されるからである。しかし、とくに、⑧メディアリテラ

シー能力、③問題発見能力、⑦自己修正能力の 3 項目が相対的に低くなって

いる点は気がかりとなる。ボランティア先進国カナダにおいても、ボラン

ティアプログラムの質を担保することがいかに難しいものであるかを実感さ

せられる。研究者の指摘によれば、カナダでは、アメリカの先進的なサービ

スラーニングプログラムのようには、カリキュラム上の制度化と工夫が見ら

れない。そのため、カナダにおけるボランティア義務化の方法では、社会

的な条件によって、その効果が大きく左右されるのである。つまり、ボラ

ンティア教育の質が、各高校でのプログラム運用の在り方、各地域のNGO・

NPOの教育力、そして、各学校教員のボランティア意識に依存し、その如

何によって大きく変動してしまうのである（Meinhard, A.G., Foster, M.K. 

＆ Wright, C. 2006）。義務的なボランティア教育制度により多人数の学生が

地域活動にかかわるようになったために、受け入れ態勢が整わず、カナダの

ボランティア文化の本来的な特徴とも言える「新聞や本を読んで、論点や文

脈を把握する力」や「新たな企画を提案する力」を養成する創造的なボラン

ティア活動が阻害され、ボランティア活動によって得られる学びの力の質が

相対的に劣化しているとすれば、それは深刻な問題であろう。そこで、もう

少し別の視点から分析を加えていくことにしよう。

　図 6 は、カナダと韓国のデータを義務的ボランティア教育プログラムで50

時間以上活動した熱心層と50時間未満の一般的な学生に分けて、ボランティ
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ア活動の教育効果を見たもので

ある。

　両国とも、ボランティア時間

の多い熱心層ほど、ボランティ

ア活動によって得られる「学

びの力」も多いことが分かる。

データを観察していくと、カナ

ダデータにおいては、「新たな

企画を提案する力（⑩企画提案力）」「グループの意見を調整したり、方向付

けたりする力（⑤集団調整能力）」「自分の意見をまとめて話したり書いたり

する力（④表現能力）」「自分で問題を発見する力（③問題発見能力）」「社会

を政治や経済や文化など広い視点から見る力（⑨社会教養能力）」で、ボラ

ンティア熱心層が力を付けていることが分かる。これに対して、韓国では、

「さまざまな人たちと『つながり』を作っていく力（⑪社会連携能力）」「グ

ループの意見を調整したり、方向付けたりする力（⑤集団調整能力）」「自分

で問題を発見する力（③問題発見能力）」を獲得していることが分かる。こ

うしたデータから、義務的な教育プログラムであっても、また、サービス

ラーニングプログラムとして構成されていなくても、一定、教育的効果があ

ることが理解される。

　カナダと韓国の相違点を見ていくと、カナダデータでは、ボランティア熱

心層で、⑩企画提案力、④表現能力、⑨社会教養能力とともに、「新聞や本

を読んで、論点や文脈を把握する力（⑧メディアリテラシー能力）」で、熱

心層が一般層よりも力を付けているのに、韓国データでは、こられの学びの

力の類型では、ほとんど変化が見られないことが分かる（同様なことは日本

データでも言える）。こうした事実は、韓国や日本に比べて、カナダにおい

ては、ボランティア活動によって青年たちが社会を作り出していく創造力と

企画力を得られていることを示している。先に見たように、カナダにおける

  図 6  大学生によるボランティア活動の
教育効果評価
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義務的ボランティア教育は問題を抱えているとは言え、ボランティア活動の

持つ教育効果の質にこそ、ボランティア先進国としてのボランティア文化の

底力を垣間見ることができる。 

　ところで、ボランティア活動は、さまざまなリスクを抱え込むことであ

り、ある意味で勇気を必要とする冒険的行為である。あえてリスクを負うこ

とを決心できる勇気の基盤として、それまでの体験のなかで培われた自信

（自己信頼性）のレベルが問われることになる。つまり、自ら挑戦し、充実

感を味わうことができた経験量を過去から現在まで積算した値こそ、ボラン

ティア活動の基盤と言えるだろう。そこで、調査では、「あなたがかかわっ

た諸活動でいまでも忘れられない『充実した時』を持った体験」を、「地域

での活動」「学校での活動」「友人・仲間との活動」「家族との活動」「一人での

冒険」の 5 つの分野に分けて聞いている。

　図 7 は、そうした調査結果を2000年・2001年データと2010年・2011年デー

タとの間で経年比較したものである。このグラフからは、カナダにおける大

学生には、2000年から一貫してあらゆる分野において、充実した体験を持つ

層が多いことが分かるだろう。とくに、「地域での活動」でカナダの大学生

たちが充実した経験を持つことができていることは注目に値する。　

　カナダにおける大学生や中学高校生たちは、普通のこととして、放課後や

休日に居住する地域でボランティア活動を行っている。これに対して、日

韓両国のデータでは、「地域での

活動」によって充実した経験を

得られた者の比率はともに低く

なっている。地域コミュニティ

活動と青年の接点が少ないとい

う点に、両国のボランティア文

化が直面する問題を見出すこと

ができる。

図 7 　 3 カ国大学生の充実体験の類型
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　韓国の青年は、これに加えて、「学校での活動」でも、充実した経験を持

つ率が他の 2 国に比べて著しく低い。これは、韓国における教育事情を反映

したものではないかと推測される。韓国における受験競争はいまだに激烈で

あり、こうした事情がこの調査結果をもたらしたと思われる。しかしなが

ら、2000年・2001年データと2010年データを比較すると、「地域での活動」「学

校での活動」のいずれにおいても、数値が上昇していることが分かる。こう

したデータから、義務的ボランティア教育制度導入をそのなかに含む韓国に

おける一連の教育改革が、一定、効果を上げているのではないかと推察され

る。

    

5．結論

　以上、義務的ボランティア教育プログラムというテーマに注目しながら、

主として大学生ボランティア意識調査2000年・2001年データと2010年・2011

年データから、日本・韓国・カナダ 3 カ国のボランティア文化を分析してき

たが、各国別に得られた知見をまとめておこう。

1  ）　まず、カナダにおいては、義務的ボランティア教育プログラム（オン

タリオ州では、Community involvement activitiesと称されている）は、

事前・事後の教育プログラムを欠いた、高校生のボランティア活動時間を

カウントしていくだけの、いわば、スタンプ方式にすぎないと揶揄されて

いる。しかしながら、一連のボランティア意識調査から得られたプログラ

ム評価や満足度から見る限り、そうした制度は、実質的には機能している

ように思われる。ボランティアの義務化という論理矛盾した制度ではある

が、すでに、学生側の多数によって無条件に肯定され受け入れられている

からである。

　 　このようなことが、なぜ、生じているかであるが、主として 2 つの要因
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を考えることができる。つまり、第一に、教員側の文化資本（とくに、教

員自身のボランティア活動体験の厚さに基づくものと思われる）が、いわ

ば「隠れたカリキュラム」として機能していることであり、また、第二

に、学校外の教育資源の豊かさ、つまり、NGO・NPO側の教育力量が他

国に比べて高いという点である。それゆえ、こうした教育力がボランティ

ア活動の質を担保しているのである。

　 　しかしながら、こうした義務的ボランティア教育制度の導入が、カナダ

のボランティア文化を増進し、社会創造に大いに役立っているかという点

については、大いに疑問が残る。今回の調査を見る限り、そのプラス面と

マイナス面とが相殺し合っているという状況ではないかと推察される。た

とえ、一方的に義務的なボランティア時間を設定したとしても、十全に

考え抜かれた教育プログラムとして制度が導入されないかぎり、その効果

は、学校ごとのボランティア教育環境や各教員の意識、そして、学校を支

える個々のNGO・NPOの力量によって大きく影響されてしまうという不

安定性を免れないからである。

2  ）　つぎに韓国では、中等教育課程におけるボランティア活動義務化に

よって、青年たちのボランティア活動レベルは確かに上昇したし、ボラン

ティア活動を通じて、「学びの力」も、一定、増進したという調査結果が

得られた。しかしながら、青年たちの義務的ボランティア教育プログラム

に対する批判は非常に強くなっており、現行制度は厳しい状況に直面して

いると言わざるをえない。プログラム運営において、解決されねばならな

い問題は多い。とくに、多くの青年たちは、現在の義務的ボランティア教

育制度が、将来の就業に向けた人脈形成に役立つとは考えておらず、ま

た、地域コミュニティの強化・創造に役立っているとも捉えることができ

ていないからである。また、プログラム自体に対する満足度も低いレベル

に留まっている。
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　 　しかしながら、他方で、ボランティア活動の基盤となる過去の充実体験

のレベルにおいては、コミュニティ活動や学校での活動分野で、一定、状

況の改善が見られるのも事実である。中等教育課程における義務的ボラン

ティア制度の導入によって、韓国社会が、ボランタリーセクターの強化に

向けて、一歩を踏み出し始めいることは確かであると言えるだろう。

3  ）　そうした両国に対して、日本はどうであろうか。日本では、学校教育

におけるボランティア義務化に対する批判は、大人世代においても、青年

世代においてもきわめて強く、それゆえ、東京都を除き、そうした制度の

導入は依然として進んでいない。青年世代は、有償ボランティア制度には

肯定的であるが、ボランティア教育プログラムの実利的な効果の側面（つ

まり、キャリア形成や人脈形成での利点）については理解できないという

矛盾したメンタリティーを抱え込んでいる。こうした「ねじれた」認知フ

レームこそ、日本のボランティア文化の健全な発展を阻害する要因の一つ

であると言えるだろう。

　 　この点についてさらに加えておくと、今回の一連の経年調査において、

義務的ボランティア制度の影響が見られない調査当初から、日本の青年た

ちは、一貫して、「ボランティア＝偽善」という認知フレームを持つ者が

多く、その比率は常に 3 割を占めてきたという事実である。こうしたネガ

ティブなイメージ構造は、実際、日本における若年層のボランティア活動

の不活発性にも影響をもたらしている。

　 　このような若年層のボランティアに関する認知フレーム（つまり、ボラ

ンティア観）ゆえに、韓国やカナダのように義務的ボランティア教育制度

を導入しても、それが首尾よく機能しないことは、至極、当然のことであ

る。したがって、日本の場合、ボランティア文化の発展を目指すとすれ

ば、むしろより堅実な「学校」システムの漸進的改革プロセスが必要とな

る。
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　 　ところで、2010年・2011年日本データからは、ボランティア活動の教育

効果の若干の上昇とボランティア活動水準の改善を確認できる。これは、

小中学校教育課程において、ボランティア教育が、一定、組み込まれてき

たこともさることながら、今回調査の対象となった大学において、大学ボ

ランティアセンターが機能し始めていることが影響しているものと思われ

る。こうした点から、ボランティア文化を発展させていこうとするとき、

とりわけ大学ボランティアセンターが果たすべき役割は大きいと言わざる

をえない。大学を結節点としつつ、中等教育機関、地域のボランティア団

体やNGO・NPO、そして、地域社会の創造的なリーダーたちを結びつけ、

互いにエンパワーメントしていくネットワークの仕掛けを作り出していく

試みが、大学ボランティアセンターの役割として期待される9）。

　カナダの市民社会は、NGO・NPOや他のボランタリーな結社の持つ力に

よって力強く支えられている。カナダの多文化社会は、そうした強力なボ

ランタリーセクターの支えなくして存在しえないからである。このようなボ

ランタリーセクターの主要な構成者であるNGO・NPOが、青年を意識した

教育プログラムを持ち、青年に対する教育力量を持っていることは、カナ

ダにおけるボランティア文化の強みを生み出している。青年たちは、NGO・

NPOでの活動を通じて、さまざまな社会問題を、実際、発見・解決してい

く力量を得ていくことができるのである。

　オンタリオ州政府が義務的ボランティア教育制度の導入を図ったと

き、Civicsという科目を必修化した点は重要である。すでに述べたように、

Civicsの基本理念として、Active Citizenshipという概念とGlobal Citizenship

という概念が据えられているが、こうした基本理念は、21世紀世界において、

民主的な市民社会を構成していく際の中核的な原則となっていくはずである

（Rochester, C. et al 2010）。こうした点においても、カナダにおけるボラン

タリーセクターのあり様から、われわれが、今後、目指していくべき、健康
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で民主的で創造的な市民社会の一つの理想型を抽出することが可能だろう。

　韓国における中央政府の指導力は強く、ボランタリーセクターの強化とい

う点でも、主導性を発揮している。中等教育課程における義務的なボラン

ティア教育制度導入もそうした政策の一環である。並行して、公的ボラン

ティアセンターも設置されているが、そうしたセンタースタッフは、アメリ

カ社会をモデルとして、サービスラーニングプログラムのノウハウを導入し

ようと努めている。民間ボランティアセンターやNGO・NPO側のリーダー

もネットワーク化され、そうした支援に当っている。しかしながら、中等教

育課程おける「道徳」の教科書を分析してみると、そのボランティア教育に

おいては、伝統主義（儒教的な価値観、従来的な共同体的価値観）とナショ

ナリズムがいまだ色濃く作用しており、伝統的な価値観が重視されている10）。

もちろん、教科書には民主化運動において大きな役割を果たしたNGOの存

在についても言及されているが、伝統主義に基づく社会構築と民主的な社会

構築の葛藤というテーマは、韓国のボランティア問題を考えるときに避けて

は通れないであろう。

　カナダも韓国も、依然として宗教システムが社会のなかで機能しており、

それは、ボランティア文化を支える強力な文化装置として機能している。対

照的に、日本社会における世俗化の進行は進んでおり、宗教システムのパ

ワーは全国民的に見れば弱体化していると言わざるをえない。そうした精神

風土のなかで、会社中心主義が横行した日本においては、「ボランティア」

という存在が、社会のなかの「残余物」として位置づけられ、それゆえ、青

年たちにおける利己主義や自分中心主義（ミーイズム）が蔓延する結果を生

んでいる。こうした精神風土が、日本においては、ボランティア文化を蝕ん

でいる。

　日本社会においては、成年層（図 2 における35歳以上）は、一般的に自治

会活動やその子弟の所属する学校のPTA活動を通じて、少なからずボラン

ティア活動を行っている。しかし、青年たちが、こうした地域のボランティ
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ア活動には関わることはまれであり、日本において、青年たちは地域から、

いわば、「根こぎ」されてしまっているのである。地域コミュニティと青年

層の接点の欠如という点も、日本のボランティア文化が直面する深刻な問題

の一つである。

　さて最後に、一言付言したい。この論文を準備する過程で、2011年 3 月11

日、未曽有の災害が東日本を襲った。犠牲者・被災者の方々には心中より深

く哀悼の意を表したい。そして、いまなお、その終息が課題となっている原

子力発電所事故についても、その被害が可能な限り最小に食い止められるこ

とをこころから祈念したい。こうした大災害を通じて、改めて日本における

市民社会のあり様が根本的に問われている。危機のなかで、人びとのボラ

ンタリーな支援・助け合いの輪も広がったが、そこに暗闇に一点の光が灯さ

れたような希望を見いだすことができる。こうした文明史を揺るがす災害に

よって、日本社会は質的転換を迫られている。そうしたなか、健全で民主的

で創造的なボランタリーセクターをいかに創り上げていくかは、われわれに

とって、当面、もっとも重大な課題であり続けるものと思われる。 

注記
1） 筆者は、以下の調査を2000年より実施してきた。
 ① 2000年・2001年の大学生を対象とする日本（京都・東京）、韓国（ソウル）、 カナダ

（トロント）での初回調査
 ② 2002年、2004年、2007年の高校生を対象とする日本（京都）、韓国（ソウル）、カナ

ダ（トロント）での 3 回にわたる継続調査。2004年調査では、高校教員も対象とし
て調査を実施した。

 ③ 2007年、2008年の東京における公立高校を対象とする 2 回にわたる調査。
 ④ 2010年・2011年の大学生を対象とする日本（京都・東京）、韓国（ソウル）、カナダ

（トロント）で実施した調査。
   　本論文中で表 1 および表 2 などにおいて参照した2002年および2007年の高校生調査

について調査概要を説明しておこう。2002年調査は、日本では、京都の 5 校の高校で
実施し、752件のデータを回収できた。韓国では、ソウルの10校の高校で実施し、770
件のデータを回収。カナダでは、トロントで実施し、 3 校で実施し、328件のデータ
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が回収された。2007年調査は、日本では京都の 7 校で実施し、875件のデータを回収。
韓国では、21校の学校で実施し、898件のデータを回収。カナダでは 3 校で実施し、
538件のデータを回収することができた。いずれの回収率もほぼ100％に近い。

2） カナダで、こうした調査を実施する場合、それぞれの大学において倫理委員会の認可
を得る必要がある。初回の調査の実施に当っては、倫理委員会から厳しい条件を課さ
れたために、データ回収率が著しく低い結果となった。こうした状況は、カナダでは
しばしば見られることである。今回、2010年・2011年の調査では、調査協力者との緊
密な協力関係ができあがっていたために、データ回収率は100％に近いものとなった。

3） カナダ統計局ならびにイマジン・カナダが実施したCSGVP 2004の調査では、従来の面
接調査法から電話調査法に調査方法が変更されたのに伴って、データ回収率が著し
く低下した。その際に、イマジン・カナダは、その報告書Highlights from the 2004 
Canada Survey of Giving, Volunteering and ParticipationのAppendix Cで、データ回
収率とボランティア参加率の相関性について詳細な検討を加えている。

4）日本では、2007年から、東京都が公立高校において、「奉仕」という科目（ただし、科
目名称は各高校によって変更可）において、ボランティア活動が必履修化された。こ
れは、日本におけるボランティア義務化＝サービスラーニングの公立学校における制
度化の初めてのケースと言える。こうした東京都の新たな教育プログラムの影響に
ついては、2007年および2008年に実施した都立高校生に対する調査データについて
分析を試みた。これについては、2009年にソウル大学で開催された、Volunteering, 
Education and Civil Society in Canada, Japan and Korea と題する国際シンポジウ
ム（ソウル大学国際研究大学院、韓国ボランティア協議会、立命館大学共催）で、
筆 者 は、“Comparative Study on Volunteerism of H.S. Students： Focusing on the 
Challenge of Tokyo Metropolitan Government”と題して報告している。

5） 韓国では、2000年以降、移民労働者問題や多文化家族問題（いわゆる外国人妻問題）
が、社会問題としてクローズアップされるようになる。大学生のボランティア活動の
現状が、そうした新しい問題を反映していることは非常に興味深いものがある。ボラ
ンタリーセクターが新たな問題を発見・解決していくうえで、主導権を持つセクター
であることを改めて確認できるだろう。

6） このときのカナダにおけるわれわれの調査では、高校におけるボランティア活動につ
いてしか聞かなかった。

7） 有償ボランティア制度は、日本においては、1980年代から広範に導入されていく。こ
の制度は、福祉国家の見直し論のなかで、その代替システムとして意図されたものだ
とされている（田中尚輝『市民社会のボランティア』丸善ライブラリー、1996年を参
照）。もちろん、大学生たちは、有償ボランティア制度の背後にそうした議論がある
ことを知らない。

8） Spearmanのローで相関関係を見ると、有意水準 1 ％（両側）で、カナダデータは、
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0 .354、韓国データは、 0 .176となっている。
9） この点に関しては、筆者は、ISTR第 6 回Asian Pacific Regional Conference（November 

2009 in Taipei）において、“How to collaborate between Univ. and NGO to empower the 
Youth ： A Challenge depending on the Data of Comparative Study on Volunteering 
Culture between Japan, Korea and Canada”と題して報告している。

10） 韓国の道徳教科書について、筆者のコンテンツ分析から事例を手短に紹介しておく
と、以下の論点が挙げられる。

 ① まず、韓国の道徳教育の特徴として、伝統主義およびナショナリズムへの志向性を
以下のような文章の内に見ることができる。「混沌とした社会に直面する時、伝統
的な価値観が私たちの指針として価値基準を提供してくれます。」「（伝統的な価値
によって）隣人との相互扶助や集合的な意識（が保証されます）」といった文章が
並んでいる。また、「伝統的な道徳観によってこそ、韓国民はナショナルアイデン
ティティを確認することでき、それは、私たちが 1 つの民族として進むべき道を照
らしだします」とも叙述されている。また、日本留学中に駅ホームから転落した人
を助けるために線路に降り、自らは命を失った韓国青年を取り上げ、自己犠牲の精
神が称揚されている点も興味深い。2004年以降の高校生意識調査では、ボランティ
ア活動に対して、「自己犠牲」というイメージを持つ学生ほど、ボランティア活動
に積極的になるというデータも得られている。つまり、こうした伝統的な規範が、
学校教育を通じて強化されたものと推察される。

  ② ボランティアとはいかなるものかについても明確な規定がなされている。ボラン
ティア活動とは、「他者、報われない人、地域共同体を助ける行為」であり、「自己
陶冶、他者を思う気持ち、計画に基づく継続性が重要であり、自己犠牲、見返りを
求めぬ行為、自己成長」のことであるとされている。ここでも、ボランティア活動
が、恵まれない者を助ける行為として描かれ、自己犠牲が同時に強調されている。

 ③ しかし、他方で、韓国社会で民主化運動の基盤ともなったNGOのパワーを肯定的
に評価する記述には、日本の公民教科書よりはるかに力を入れられており、紙片も
多くさかれている。たとえば、ダム建設反対の市民運動について、民主的な運動と
して高い評価が与えられているなど具体的に叙述されている。
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